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  計量制度は、私達が日常、経済・社会の活動を行う上で、極めて重要な基盤を

なすものです。

  本県におきましては、計量制度の中核をなす計量法の目的を達成するため、基

準器等の計量標準の供給、特定計量器の検定・検査、適正な商品量目及び特定計

量器の使用を確保するための立入検査等による指導、その他計量思想の普及啓発

を行うための諸施策を実施しております。

  民間活用が進む中、本県においても平成１８年４月から指定定期検査機関に定

期検査の一部を委託し、管轄内の全市町村でひととおり実施しました。今後も効

率的に社会ニーズに対応し、地域性を活かした計量行政と全国的統一性を確保す

る計量行政とのバランスをとりながら、消費生活、産業活動を支える基盤として

の計量行政の充実整備に努めています。

  皆様方の、よりー層の御理解と御協力をお願い申し上げます。

  この行政概要は平成１９年度に実施しました事業の実績をまとめたものです。

  本書が、本県の計量行政に御理解をいただくための参考資料として御利用いた

だければ幸いに存じます。
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２ 計量関係団体等    ････････････････････････････････････････････････････････････････ ２６
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第 ８  その他

第 ７  計量思想の普及啓発事業及びその他の指導事業



１  沿    革

 

明 治 24 年 3 月  度量衡法公布

明 治 26 年 1 月  福岡県常置検定所を設置

明 治 37 年 1 月  福岡県常置検定所を、福岡県度量衡器検定所と改称し、福岡市天神町県庁内に設置、

 門司支所を門司市入船町に及び久留米支所を久留米市篠山町に設置

大 正 7 年 9 月  機構改革により内務部権度課となる

大正13年12月  機構改革により福岡県度量衡検定所と改称

昭 和 21 年 6 月  久留米支所を廃止(戦災により焼失)

昭 和 26 年 6 月  計量法公布

 商工部商政課計量係となる

昭 和 30 年 4 月  門司支所を小倉市金田町に移転し北九州支所と改称

11月  久留米支所を久留米市西町に再設置

昭 和 33 年 2 月  福岡県計量検定所として福岡市天神の独立庁舎へ移転

昭和40年10月  タキシーメーター走行検査場を福岡市西区別府に設置

昭 和 45 年 5 月  福岡県計量検定所に四課制を導入し、総務課･検査課･検定第一課･検定第二課を設置

昭 和 47 年 4 月  北九州支所を北九州市八幡西区則松へ新築移転

昭 和 51 年 4 月  久留米支所を久留米市安武町へ新築移転

昭 和 57 年 4 月  計量検定所を糟屋郡粕屋町大隈へ新築移転

平 成 15 年 3 月  北九州支所、久留米支所を廃止し、北九州検査場、久留米検査場とする

4月  指導課を設置し、五課制となる

２  施設の所在及び規模等

 計  量  検  定  所
     〔敷   地〕  7,693.24 ㎡
     〔床面積〕  2,098.91 ㎡

 北 九 州 検 査 場
     〔敷   地〕  2,153.71 ㎡
     〔床面積〕    323.00 ㎡

 久 留 米 検 査 場
     〔敷   地〕  1,983.00 ㎡
     〔床面積〕    467.25 ㎡

 〒811-2302  糟屋郡粕屋町大字大隈188-2
                  TEL (092) 939-1541      FAX (092) 939-1542

 〒807-0831  北九州市八幡西区則松3-8-1
                  TEL (093) 601-2664      FAX (093) 601-2664

 〒830-0072  久留米市安武町安武本3125
                  TEL (0942) 27-1383      FAX (0942) 27-1383

第 １    総        説

施      設 所    在    地

  本県における計量の歴史は、明治24年の度量衡法の公布により、明治26年1月に福岡県常置
検定所として、床面積82.5㎡・技手1名・雇1名・小使1名の職員で所在地は不明であるが、開
設されたことにより始まっている。
  以来、幾多の変遷を経て現体制に至っているが、その年次略譜は次のとおりである。

－ １ －



３  機構と業務内容及び職員の配置

計量検定所は、県商工部の出先機関で、その機構及び所管業務は次のとおりである。

１  人事、会計、財務、文書、その他の庶務

２  条例、規則、組織等に係る調整事務

３  登録、届出等の事務

１  計量行政の企画調整

２  計量関係情報の処理

３  計量関係団体の指導育成

４  計量思想の普及啓発

５  適正計量管理事業所の指導監督

６  指定製造事業者の指導監督

７  商品量目の立入検査

１  特定計量器の定期検査

２  計量証明事業計量器検査

３  計量証明事業者の立入検査指導

４  特定計量器の立入検査

５  計量士の指導育成

１  タクシーメーターの装置検査

２  質量計、圧力計、血圧計の検定

３  質量基準器、タクシーメーター装置検査用

    基準器の基準器検査

４  質量標準管理マニュアルの承認指導

１  水道メーター、量器用尺付タンク、ガスメーター、

    温度計、燃料油メーター、液化石油ガスメーター

    の検定

２  基準ガスメータ‐、液体メーター用基準タンクの

    基準器検査

３  型式承認の管理

課員 ６名
（事務 ４名）
（技術 ２名）

課員 ４名
（技術 ４名）

課員 ４名
（技術 ３名）
（事務 １名）

課員 ５名
（技術 ４名）
（事務 １名）

（平成２０年４月１８日現在）

課員 ５名
（技術 ４名）
（事務 １名）

（技術）（技術）

総  務  課

指  導  課

検  査  課

検定第一課

検定第二課

次長所長

－ ２ －



４  歳入と歳出

歳  入 歳  出
（単位：円） （単位：円）

科            目 年度決算額 科            目 年度決算額

検 定 手 数 料 25,766,140 賃 金 65,900

定 期 検 査 手 数 料 172,100 報 償 費 375,500

基 準 器 検 査 手 数 料 1,766,950 普 通 旅 費 3,454,710

計量証明事業計量器検査手数料 6,760,800 費 用 弁 償 0

計量証明事業の事業の登録 753,200 食 糧 費 66,674

計量証明事業登録証の訂正 31,500 光 熱 水 費 2,006,875

計量証明事業登録証の再交付 8,750 そ の 他 の 需 用 費 7,867,724

計量証明事業登録簿謄本交付 760 通 信 運 搬 費 886,947

適 正 計 量 管 理 事 業 所 指 定 12,750 そ の 他 の 役 務 費 7,017,800

適 正 計 量 管 理 事 業 所 検 査 7,400 委 託 料 14,134,058

指 定 製 造 事 業 者 検 査 0 使 用 料 及 び 賃 借 料 632,515

工 事 請 負 費 1,650,500

備 品 購 入 費 448,350

負担金補助及び交付金 80,400

公 課 費 0

交 際 費 0

償還金､利子及び割引料 0

合 計 35,280,350 合 計 38,687,953

－ ３ －



５  検定・検査設備（基準器等主要設備）

（１） 基準器

本  所 北九州検査場 久留米検査場

基準巻尺( 5m ) 1 1 0 0

特級基準分銅 ( 1mg ～ 20kg ) 30 30 0 0

一級基準分銅 ( １mg ～ 20kg ) 133 60 42 31

二級基準分銅 ( 500kg ) 2 2 0 0

基準重錘型圧力計 ( 200Mpa ) 1 1 0 0

基準重錘型圧力計 ( 0.05 ～ １Mpa ) 1 1 0 0

基準重錘型圧力計 ( 0.1 ～ 10Mpa ) 2 1 1 0

基準液柱型圧力計 ( 0 ～ 300mmHg ) 1 1 0 0

基準水道メーター ( 80mm ) 1 1 0 0

基準水道メーター ( 13mm ) 2 2 0 0

液体メーター用基準タンク ( 500L ) 2 2 0 0

液体メーター用基準タンク ( 50L ) 1 1 0 0

液体メーター用基準タンク ( 21L ) 2 2 0 0

液体メーター用基準タンク ( 19L ) 2 2 0 0

液体メーター用基準タンク ( 10L ) 1 1 0 0

液体メーター用基準タンク ( 5L ) 1 1 0 0

液体メーター用基準タンク ( 2L ) 1 1 0 0

液体タンク用基準タンク ( 10L (ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ式) ） 1 1 0 0

基準湿式ガスメーター ( 20L ) 1 1 0 0

基準湿式ガスメーター ( 10L ) 1 1 0 0

ガスメーター用基準体積管 ( 110L ) 1 1 0 0

液化石油ガス用基準浮ひょう型密度計 1 1 0 0

基準比重浮ひょう 16 16 0 0

基準ガラス製温度計 9 9 0 0

基準フラスコ ( 10L ) 2 2 0 0

基準フラスコ ( 5L ) 2 2 0 0

基準フラスコ ( 2L ) 2 2 0 0

基準フラスコ ( 1L ) 2 2 0 0

装置検査用基準器 7 4 2 1

品        名 数  量
配        置

－ ４ －



（２） 主な検定検査設備

本  所 北九州検査場 久留米検査場

コンプレッサー 4 2 1 1

ストップウォッチ 6 4 2 0

直流安定化電源 6 2 2 2

一級実用基準分銅 ( 鋳鉄製以外 20kg以下 ) 100 100 0 0

二級実用基準分銅 ( 1,000kg ) 74 55 19 0

二級実用基準分銅 ( 500kg ) 16 14 2 0

二級実用基準分銅 ( 鋳鉄製以外 20kg以下 ) 143 67 39 37

二級実用基準分銅 ( 鋳鉄製 20kg以下 ) 47 1 29 17

スライダックス 3 1 1 1

分銅校正用電子天びん ( 0.005kg ) 1 1 0 0

分銅校正用電子天びん ( 0.205kg ) 4 2 1 1

分銅校正用電子天びん ( 5.1kg ) 3 1 1 1

分銅校正用電子天びん ( 30kg ) 3 2 1 0

分銅校正用電子天びん ( 1,200kg ) 1 1 0 0

水準器 6 2 2 2

定盤 ( 埋込み ) 6 3 2 1

走行クレーン 3 1 1 1

タンクローリー検定装置 1 1 0 0

ガスメーター検定装置 1 1 0 0

水道メーター検定装置 2 2 0 0

恒温油槽 1 1 0 0

フォークリフト ( 250kg ) 1 1 0 0

ハンドパレットトラック ( 1,500kg ) 1 1 0 0

基準湿式ガスメーター検査装置 1 1 0 0

定期検査用電気式はかり 3 1 1 1

計量教室・計量モニター用電気式はかり 39 39 0 0

禁油圧力計用水槽継手 4 3 1 0

品        名 数  量
配        置

－ ５ －



１  概    要

２  登録・届出及び指定の事務処理状況

一般 環境 一般 環境

登 録 9 5 2 22 38

届 出 2 19 21

変 更 8 13 37 45 70 37 210

再 交 付 5 2 7

廃 止 8 15 3 3 29

閲 覧 0

謄本交付 1 1

指定申請 8 8

指定検査 1 1

合 計 8 23 71 60 80 2 22 49 0 0 315

３  計量証明事業者の登録

環 境

製造

               区分

 申請事由

一 般

特殊容器製
造事業者

合計販売修理
計量証明事業

振動加速度レベル

                    事業者及び事業所数

 事業の区分

区  分  別

事業所数事業者数

157

5

1

8

熱 量

特 定 濃 度

濃 度

音 圧 レ ベ ル

54

29

第 ２    計量関係事業の登録・届出及び指定

質 量

体 積

計量士 適正計量管
理事業所

指定製造
事業者

27

173

9

1

8

57

29

27

  適正な計量の実施を確保するため、法第１０７条の規定による計量証明事業(一般・環境)の
登録、法第１２２条の規定による計量士の登録の進達、法第５８条の規定による特殊容器製造
事業者の指定及び法第１２７条の規定による適正計量管理事業所の指定並びに法第９１条の規
定による届出製造事業者の指定検査の事業を行っています。
  また、正確な特定計量器を供給するため、法第４０条の規定による特定計量器製造事業の届
出の進達、法第４６条の規定による特定計量器修理事業の届出及び法第51条の規定による特定
計量器販売事業の届出の受理業務を行っています。

－ ６ －



４  製造・修理事業の届出 ５  販売事業の届出

事業者数

事業者数 事業所数 事業者数 事業所数

タクシーメーター 9 15

質量計第１類 13 14 20 26

質量計第２類 12 12 19 30

分銅等 7 7

自重計 22 30

ガラス製温度計 1 1

水道メーター第１類 1 1 2 2

水道メーター第２類 1 1 2 2 ６  適正計量管理事業所の指定

温水メーター

自動車等給油メーター 5 6 6 6 指定者数 事業所数

小型車載燃料油メーター 5 6 5 5 0 0

大型車載燃料油メーター 2 2 製造業 28 31

定置燃料油メーター等 5 6 5 5 流通業 13 56

液化石油ガスメーター 1 1 その他 8 864

ガスメーター第１類 49 951

ガスメーター第２類

排ガス積算体積計等

排水積算体積計等 1 1 ７  指定製造事業者の指定

量器用尺付タンク 1 1

圧力計第１類 3 3 4 4 事業者数

圧力計第２類 3 3 7 7 1

血圧計第１類 2 2 3 3 1

血圧計第２類 1 1 1

ボンベ型熱量計 1 1 1

騒音計 1 1

振動レベル計 1 1

濃度計第１類 20 22 ８  特殊容器製造事業者の指定

濃度計第２類 20 22

濃度計第３類 20 22 1

製造・修理事業者  計 59 63 172 209

製造 修理                     製造・修理

 事業の区分

事業の区分

非自動はかり・分銅及びおもり

ただし、家庭用はかり(ヘルス
メーター・ベビースケール・キッ
チンスケール)を除く

指定の区分

経済産業大臣指定

指定の事業区分

543

事業者数

県知事指定

ガスメーター第１類

ガスメーター第２類

水道メーター第１類

水道メーター第２類

県知事指定の計

－ ７ －



１  概    要

    検定証印  装置検査証印 タクシーメーター合格シール 燃料油メーター合格シール
         （装置検査）

第 ３    特定計量器の検定・装置検査及び基準器検査

  正確な特定計量器の供給を図るため、検定・装置検査及び基準器検査を行っています。

取引・証明に使用する特定計量器は検定又は装置検査に合格したものでなければ使用できませ

ん。

(法第１６条)ただし、特殊な種類の特定計量器の検定については経済産業大臣又は指定検定機

関が、電気計器の検定については日本電気計器検定所が行っています。

  検定・装置検査に合格した特定計量器には、検定証印・装置検査証印が付され、また、タク

シーメーター・燃料油メーター・ガスメーター及び水道メーター等の有効期間のある特定計量

器には有効期限を表す数字印を付すほか、有効期限を示す合格シールを貼付しています。

  各証印の形状ならびに合格シールは次のとおりです。

各特定計量器の有効期間は次のとおりです。
         タクシーメーター   ････････････ １年
         液化石油ガスメーター   ･･･････  ４年
         燃料油メーター   ･････････････  ５年又は ７年
         ガスメーター   ････････････････ ７年又は１０年
         水道メーター  ････････････････  ８年

  基準器は、特定計量器の検定・検査の基準として用いられているほか特定計量器の製造・修
理事業者及び適正計量管理事業所に必要な設備として設置されているもので、特定計量器の正
確度をチェックするため高い精度が要求され、器種・型式別に基準器検査の有効期間が定めら
れています。
  基準器検査は、基準器の区分に従い経済産業大臣・都道府県知事及び日本電気計器検定所が
実施しています。
  都道府県知事は、タクシーメーター装置検査用基準器・基準面積板・基準はかりの一部・基
準分銅(一級～三級)・基準タンクの一部及び基準ガスメーターの一部について実施していま
す。
 
  なお、基準器検査に合格した基準器には、基準器検査証印（右図）
を付し、基準器検査成績書を交付しています。

21 27     6

－ ８ －



２  特定計量器検定・装置検査実績

0 0

17,847 147

17,847 147

119 3

0 0

3 0

0 0

0 0

4 0

1 0

0 0

0 0

45 0

172 3

19 0

776 1

795 1

2,073 2

264 0

45 1

4 0

14 0

2,400 3

54 0

4,000 1

67,755 5

205 0

74,414 9

   温度計 14 1

93,242 161

                                                                     実  績
  種  類

検定個数 不合格

   タクシーメーター

小      計

頭 部 検 査

装 置 検 査

電 気 抵 抗 線 式 は か り

電 磁 式 は か り

   質量計

小      計

誘 電 式 は か り

そ の 他 の 電 気 式 は か り

等 比 皿 手 動 は か り

そ の 他 手 動 は か り

小      計

   圧力計

ば ね 式 指 示 は か り

手 動 指 示 併 用 は か り

そ の 他 の 指 示 は か り

分 銅

ア ネ ロ イ ド 型 圧 力 計

ア ネ ロ イ ド 型 血 圧 計

 燃料油
 メーター

自 動 車 等 給 油 メ ー タ ー

小 型 車 載 燃 料 油 メ ー タ ー

大 型 車 載 燃 料 油 メ ー タ ー

簡 易 燃 料 油 メ ー タ ー

小      計

   体積計

ガ ラ ス 製 温 度 計

合      計

ガ ス メ ー タ ー

水 道 メ ー タ ー

量 器 用 尺 付 タ ン ク

液 化 石 油 ガ ス メ ー タ ー

定 置 燃 料 油 メ ー タ ー

小    計
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３  基準器検査実績

タ ク シ ー メ ー タ ー 装 置 検 査 用 基 準 器 17 0

基 準 台 手 動 は か り 2 0

一 級 基 準 分 銅 189 13

二 級 基 準 分 銅 230 0

三 級 基 準 分 銅 307 0

基 準 湿 式 ガ ス メ ー タ ー 8 0

液 体 メ ー タ ー 用 基 準 タ ン ク ( 水 道 用 ) 0 0

液 体 メ ー タ ー 用 基 準 タ ン ク ( 燃 料 油 用 ) 15 0

合                計 768 13

４  検定・検査個数及び手数料比

                                                                       実  績
      種  類

検査個数 不合格

検定・検査個数
（個）

67,755

17,847

776
2,400

4,000

464

水道メーター タクシーメーター装置検査

ガスメーター 燃料油メーター

アネロイド型血圧計 その他

検定検査手数料
（円）

1,321,190

631,900
12,492,900

5,458,090

4,997,650

864,410

タクシーメーター装置検査 水道メーター

燃料油メーター 質量計

量器用尺付タンク その他

基準器検査個数
（個）

189

17 25

230

307

三級基準分銅

二級基準分銅

一級基準分銅

タクシーメーター装置検査用基準器

その他

基準器検査手数料
（円）

227,800

204,000

194,450

806,900
333,800

一級基準分銅
タクシーメーター装置検査用基準器
液体メーター用基準タンク
三級基準分銅
その他
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５  検定・検査個数実績の推移

検定･検査
個数

不合格
検定･検査

個数
不合格

検定･検査
個数

不合格

頭 部 検 査 0 0 0 0 0 0

装 置 検 査 14,975 84 15,484 63 17,847 147

小      計 14,975 84 15,484 63 17,847 147

112 0 109 1 122 3

26 0 7 0 5 0

29 0 0 0 45 0

167 0 116 1 172 3

43 0 13 1 19 0

1,983 0 1,097 0 776 1

2,026 0 1,110 1 795 1

自 動 車 等 給 油 メ ー タ ー 90 0 890 2 2,073 2

小 型 車 載 燃 料 油 メ ー タ ー 283 1 315 0 264 0

大 型 車 載 燃 料 油 メ ー タ ー 57 0 31 1 45 1

簡 易 燃 料 油 メ ー タ ー 7 0 3 0 4 0

定 置 燃 料 油 メ ー タ ー 1 0 5 0 14 0

小      計 438 1 1,244 3 2,400 3

55 0 29 0 54 0

3,502 0 3,503 0 4,000 1

69,257 15 67,119 25 67,755 5

191 0 221 0 205 0

73,443 16 72,116 28 74,414 9

ガ ラ ス 製 温 度 計 12 1 14 0 14 1

90,623 101 88,840 93 93,242 161

６  基準器検査個数実績の推移

検査個数 不合格 検査個数 不合格 検査個数 不合格

0 0 8 0 17 0

3 1 5 0 2 0

1,195 11 928 5 726 13

10 0 5 0 8 0

15 0 9 0 15 0

1,223 12 955 5 768 13

液 体 メ ー タ ー 用 基 準 タ ン ク

合      計

平成１７年度 平成１８年度

平成１７年度 平成１８年度

 温度計

タクシーメーター装置検査用基準器

基 準 台 手 動 は か り

基 準 分 銅

基 準 湿 式 ガ ス メ ー タ ー

小      計

体
積
計

合      計

ガ ス メ ー タ ー

水 道 メ ー タ ー

量 器 用 尺 付 タ ン ク

液 化 石 油 ガ ス メ ー タ ー

 
燃
料
油
メ
ー
タ
ー

圧
力
計

分 銅 ・ お も り

ア ネ ロ イ ド 型 圧 力 計

ア ネ ロ イ ド 型 血 圧 計

 タクシー
 メーター

                                             年  度
     種  類

                                             年  度
     種  類

平成１９年度

平成１９年度

電 気 式 は か り

質
量
計

小      計

上 記 以 外 の は か り

小      計

－ １１ －



１　概    要

検査合格シール 不合格シール

定期検査の実施周期　（市町村別）

第 ４    特定計量器の定期検査

福岡・筑豊地区 京築・遠賀地区 筑後地区

奇数年

飯塚市・田川市・嘉麻市
古賀市・粕屋町・志免町
須恵町・久山町・宇美町
篠栗町・新宮町・桂川町
糸田町・福智町・香春町
添田町・川崎町・大任町
赤 村

行橋市・苅田町・みやこ町
芦屋町・遠賀町・ 岡垣町
水巻町

朝倉市・小郡市・うきは市
大刀洗町・大木町・筑前町
東峰村

偶数年

直方市・筑紫野市・太宰府
市
大野城市・春日市・前原市
宗像市・福津市・宮若市
那珂川町・志摩町・二丈町
鞍手町・小竹町

豊前市・中間市・築上町
吉富町・上毛町

大牟田市・八女市・筑後市
柳川市・大川市・みやま市
黒木町・立花町・広川町
星野村・矢部村

  商店・工場・事業場・病院等で、取引又は証明に使用されている特定計量器(はかり・お
もり・分銅)は、法第19条の規定により、2年に1回の周期で実施される定期検査を受検しな
ければなりません。
  この検査は、使用中の特定計量器の正確さを維持するためのもので、関係市町村の協力
を得て事前に十分な調査と通知等を行って、未受検者がないよう努めています。
  定期検査に合格した特定計量器には、一般消費者にもわかるように見やすいところに合
格シールを貼っています。また、不合格の特定計量器には検定証印を抹消するとともに所
有者に不合格票を発行し、修理・廃棄・買い替え等の処置をさせ、不良な特定計量器の使
用を防止しています。
　本県では、社団法人福岡県計量協会を法第20条の指定定期検査機関に指定し、ひょう量
が300kg以下の非自動はかり及びおもり、分銅の定期検査業務については県に代わり指定定
期検査機関で行っています。
　また、法第25条の規定により、定期検査に代わる計量士(代検計量士)による検査も行わ
れています。
　なお、県内の代検計量士は平成20年4月1日現在25名います。
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２  定期検査の検査実績　（市・郡別）

検査
戸数

検査
台数

不合格
台数

公示
日数

検査
戸数

検査
台数

不合格
台数

検査
戸数

検査
台数

不合格
台数

飯塚市 2 5 0 9 381 577 5 310 916 3

田川市 4 156 236 6 122 281 0

嘉麻市 1 2 0 7 331 441 4 76 160 2

古賀市 1 1 0 3 134 242 3 82 336 0

行橋市 1 2 0 4 162 256 5 90 198 0

朝倉市 1 1 0 9 400 635 6 238 717 6

小郡市 2 71 107 3 98 177 1

うきは市 5 728 941 14 36 122 0

市部計 6 11 0 43 2,363 3,435 46 1,052 2,907 12

糟屋郡 7 9 0 11 377 640 7 242 827 2

田川郡 14 510 687 5 83 150 0

嘉穂郡 1 46 54 1 17 62 0

京都郡 1 1 0 6 229 328 5 72 118 1

遠賀郡 1 2 0 8 226 349 7 174 412 4

朝倉郡 5 209 282 0 70 167 0

三井郡 1 33 47 1 17 67 0

三潴郡 2 79 284 9 25 68 0

郡部計 9 12 0 48 1,709 2,671 35 700 1,871 7

15 23 0 91 4,072 6,106 81 1,752 4,778 19

※検査台数には、分銅・おもりを除く

代検計量士による検査　　　　　　　　項目

市郡別

合 計

市

部

郡

部

県の定期検査 指定定期検査機関による検査
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３  特定計量器器種別定期検査の検査実績

検査台数 不合格台数 検査台数 不合格台数 検査台数 不適合台数

12 0 1,198 32 2,752 7

116 1 211 0

44 1 24 0

134 4 13 0

2 0 2 0

49 0 10 0

8 0

10 0 325 7 262 0

1 0 4,084 32 1,366 11

137 4 97 1

9 0 41 0

23 0 6,106 81 4,778 19

969 0 468 0

17 0 0 0

70 0 1,441 5 998 6

70 0 2,427 5 1,466 6

93 0 8,533 86 6,244 25

４  定期検査実績の推移

定期検査には、所在場所定期検査を含みます

100平成１９年度 ８市　２５町村 5,839 10,907

80

平成１８年度 １６市　１７町村 6,220 11,685 103

平成１７年度 ８市　３８町村 5,552 10,057

87

平成１６年度 １４市　２６町村 5,779 11,135 111

平成１５年度 ７市　４６町村 4,824 9,325

ば ね 式 は か り

定 量 増 お も り

は か り 小 計

分 銅 類 小 計

定 量 お も り

手 動 天 秤

等 比 皿 手 動 は か り

棒 は か り

そ の 他 の 手 動 は か り

電 気 抵 抗 線 式 は か り

誘 電 式 は か り

電 磁 式 は か り

そ の 他 の 電 気 式 は か り

代検計量士による検査県の定期検査
指定定期検査機関

による検査　　　　　　　　　　　　　　　項　目

　　器　種

検査台数、不合格台数には、分銅・おもりは含みません

手 動 指 示 併 用 は か り

そ の 他 の 指 示 は か り

分 銅

年  度 実施市町村数 検査戸数 検査台数 不合格台数

合 計
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１  概    要

検査周期
２ 年
５ 年
１ 年
３ 年

検査合格シール

２  一般計量証明事業者の計量証明検査実績

検査台数 不合格台数 検査台数 不適合台数

4 0 2 0

1 0 1 0

11 0

41 0

1 0 10 0

1 0 8 0

7 0 73 0

県の計量証明検査 代検計量士による検査

非 自 動 は か り 、 分 銅 及 び お も り

ベックマン温度計及びボンベ型熱量計

皮 革 面 積 計

騒 音 計 、 振 動 レ ベ ル 計 及 び 濃 度 計

５０ｔ　以下

５０ｔ　超えるもの

合 計

第 ５    計量証明事業者の計量証明検査

１０ｔ　以下

２０ｔ　以下

３０ｔ　以下

４０ｔ　以下

　　　　　　　　　　区分
　質量計

器 種

　計量証明事業を行うために、知事の登録を受けた一般計量証明事業者及び環境計量証明

事業者が使用する特定計量器について、法第116条の規定により器種の区分により1年～ 5

年に1回の周期で計量証明検査を実施しています。

　検査周期は、次のとおりです。

0 . 6

22    6

20       6

0 . 6
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３　環境計量証明事業者の計量証明検査実績

種 類 検査台数 不合格台数

普 通 騒 音 計 0

精 密 騒 音 計 0

振 動 レ ベ ル 計 17 0

ガラス電極水素 イオ ン濃 度指 示計 0

ジ ル コ ニ ア 式 酸 素 濃 度 計 10 0

溶 液 導 電 率 式 二 酸 化 硫 黄 濃 度 計 0

磁 気 式 酸 素 濃 度 計 8 0

非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計 3 0

非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計 0

非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計 11 0

化 学 発 光 式 窒 素 酸 化 物 濃 度 計 16 0

合 計 65 0

４　計量証明検査実績の推移

検査台数 不合格台数 検査台数 不合格台数 検査台数 不合格台数

質 量 計 79 0 69 0 80 0

普 通 騒 音 計 21 0 76 0 0

精 密 騒 音 計 7 0 16 0 0

振 動 レ ベ ル 計 0 43 0 17 0

ガラス電極水素 イオ ン濃 度指 示計 11 0 42 0 0

ジ ル コ ニ ア 式 酸 素 濃 度 計 0 17 0 10 0

溶 液 導 電 率 式 二 酸 化 硫 黄 濃 度 計 0 0 0

磁 気 式 酸 素 濃 度 計 0 4 2 8 0

非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計 0 1 0 3 0

非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計 0 0 0

非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計 0 20 2 11 0

化 学 発 光 式 窒 素 酸 化 物 濃 度 計 0 16 0 16 0

合 計 118 0 304 4 145 0

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年 度
　種 類
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１　概　　　　要

（１）　特定計量器の立入検査

     検査済証

（２）　商品量目の立入検査

（３）　定期検査の立入検査

（４）　計量関係事業者等の立入検査

　　　　ア 計量証明事業者の立入検査

　　　　イ 指定製造事業者の立入検査

　　　　ウ 届出製造・修理事業者の立入検査

　　　　エ 届出販売事業者の立入検査

　　　　オ その他

第 ６    立　　入　　検　　査

  適正な計量の実施を確保するため、法第148条の規定に基づき計量関係事業者や商店・工場

等に立入り、使用中の特定計量器の検査・商品の量目検査及び計量管理実施状況の検査を実

施しています。

　特定計量器を使用している事業所・商店・工場等を対象とし
て、タクシーメーター・質量計・燃料油メーター・液化石油ガ
スメーター・水道メーター・ガスメーター等の県民生活に不可
欠な特定計量器について、有効期限の確認・メーターの管理台
帳及び器物の検査を実施しました。
　なお、立入検査を実施した特定計量器については、検査済証
を貼付しています。

　計量法に定める特定商品について、消費生活物資の流通が多い中元時期・年末年始時

期を中心に食品工場・大規模小売店等を対象として、正確な特定計量器を正しく使用し

適正な量目を確保しているかどうか、商品量目の立入検査を実施しました。

 　定期検査で不合格となった特定計量器、代検査で不適合となった特定計量器を対象に、そ

の後の措置についての確認のための立入検査を実施しました。

  環境計量証明事業者及び一般計量証明事業者に対し、登録事項及び事業規程に基
づく事業が履行され、かつ適正な計量証明書の発行がされているか立入検査を実施
しました。

  指定製造事業者に対し、一定レベル以上の品質管理の能力を有し、安定的かつ継
続的に特定計量器を製造することができるように品質管理の方法が維持されている
か立入検査を実施しました。

  届出販売業者に対し、遵守事項が確実に守られているか立入検査を実施しました。

  質量標準管理マニュアルを提出し承認を受けた者、適正計量管理事業所に対し、
所定の事項が履行されているか立入検査を実施しました。

  届出製造・修理事業者に対し、検査設備の確認、検査義務の励行状況及び検査規
則が確実に履行されているか立入検査を実施しました。

20       6
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２　立入検査結果

（１）　特定計量器の立入検査結果

①　ガスメーター（都市ガス）立入検査結果表

器差 有効期限 構造 封印

107 0 0.0

2,711 0 0.0

②　ガスメーター（家庭用プロパン）立入検査結果表

器差 有効期限 構造 封印

100 1,080 1 0.1 1

102 176,416 257 0.1 257

③　燃料油メーター立入検査結果表

器差 有効期限 構造 封印

1,977 57 2.9 57

2,523 66 2.6 66

④　液化石油ガスメーター立入検査結果表

器差 有効期限 構造 封印

0

0

⑤　水道メーター立入検査結果表

器差 有効期限 構造 封印

237 1 0.4 1

202,105 2,169 1.1 2,169

⑥　タクシーメーター立入検査結果表

器差 有効期限 構造 封印

533 0 0.0

405 0 0.0

⑦　子メーター（電気計器・水道）立入検査結果表

275 209 76.0

321 260 81.0

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

1 2 1

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

37 74

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

40 80 271

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

0 0 0

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

10 20 12

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

3 6 229

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

立入日数 立入人数
検　　　査
事業所数

検査台数

7 14 12
209

260

0

0

※　表の上段は現場確認（外観・器差検査）、下段は台帳上の数を表します

構造期限切れ

不合格
台　数

不合格率
（％）

不合格理由別台数

－ １８ －



（２）　商品量目の立入検査結果

①　中元時期全国一斉量目立入検査結果表

不足 不足率(%)

7 7 14 8 57.1 693 0 0.0 61 8.8

※　立入実施市町村

直方市・太宰府市・宗像市・嘉麻市・苅田町・志免町・大木町

②　年末年始時期全国一斉量目立入検査結果表

不足 不足率(%)

7 7 14 4 28.6 700 2 0.3 25 3.6

※　立入実施市町村

行橋市・直方市・前原市・春日市・水巻町・那珂川町・岡垣町

（３）　定期検査の立入検査結果

定期検査不合格（不適合）特定計量器の立入検査実績

日数 市町村数 検査戸数 検査台数

1 3 3 3

立　入
日　数

実　　　施
市町村数

検　査
戸　数

不適正
戸　　数

不適正
戸数率

(%)

検　査
個　数

基　準
超　過

基　準
超過率

(%)

不適正

立　入
日　数

実　　　施
市町村数

検　査
戸　数

不適正
戸　　数

不適正
戸数率

(%)

検　査
個　数

基　準
超　過

基　準
超過率

(%)

不適正

実 施 地 区

田川市、飯塚市、嘉麻市

－ １９ －



（４）　計量関係事業者等の立入検査結果

立入日数 事業者（所）数

 ①一般計量証明事業者 15 29

 ②環境計量証明事業者 21 21

 イ　指定製造事業者の立入検査 2 1

 ウ　届出製造・修理事業者の立入検査 6 12

 エ　届出販売事業者の立入検査 5 25

 ①質量標準管理マニュアル 0 0

 ②適正計量管理事業所 7 7

（５）　苦情等に基づく調査依頼の立入検査結果

区　　分 件　数

量　　　目 4

特定計量器 14

そ　の　他 0

合　　計 18

 オ　その他

 ア  計量証明事業者の立入検査

立 入 検 査 の 種 類

－ ２０ －



１  計量記念日事業

（１） 計量記念日式典

（２） 計量ひろば

２  計量モニター

第１期 平成１９年９月１日～９月３０日 （２０名）

第２期 平成１９年１１月１日～１１月３０日 （１５名）

第 ７    計量思想の普及啓発事業及びその他の指導事業

期 日

会 場

式 典 の 概 要

平成１９年１１月１日（木）

博多サンヒルズホテル
福岡市博多区吉塚本町１３－５５

① 知事及び各団体会長の表彰
       計量関係功労者及び計量管理実施優良事業所等

② 記念講演会
       健康セミナー
         ～自分でできるメタボリック対策～
             森山スポーツ医科学研究所長　森山善彦　氏

実 施 地 区 、
期 間 及 び 人 員

古賀市・福津市
・新宮町

嘉麻市　　　道の駅　うすい

期 日 及 び 会 場

平成１９年１０月２４日（水）

平成１９年１０月２５日（木）

平成１９年１０月２６日（金）

朝倉市・筑前町

福津市　　　あんずの里

朝倉市　　　三連水車の里　あさくら

  平成5年11月1日に計量法が改正施行されたのを記念して、毎年11月1日を「計量記念日」

と定めて、この日を中心に各種記念日事業を実施しました。

  福津市・朝倉市・嘉麻市において移動相談所を開設し、計量に関する相談、健康・体力
測定、計量ゲーム、各種計量器の展示、啓発パネルの展示、計量に関するパンフレットの
配布を通じて、計量思想の普及を図りました。

  　消費生活物資の流通過程における量目について、消費者自身にその現状を認識しても
らい、計量思想の啓発を図るとともに、商品の生産者及び販売者に対して正確な計量につ
いて注意を促し、併せて計量モニターから寄せられた資料及び意見等を計量行政の推進に
活用することを目的として実施しました。

－ ２１ －



（１） 計量モニターの商品分類別集計表

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

粉 ・ め ん 類 107 0 0.0 95 88.8 12 11.2

精 肉 類 446 31 7.0 401 89.9 14 3.1

魚 介 類 119 6 5.0 105 88.2 8 6.7

野 菜 類 174 11 6.3 136 78.2 27 15.5

調 理 食 品 類 86 1 1.2 81 94.2 4 4.7

そ う 菜 類 48 5 10.4 40 83.3 3 6.3

乳 製 品 類 43 1 2.3 42 97.7 0 0.0

し 好 品 類 155 1 0.6 151 97.4 3 1.9

そ の 他 2 0 0.0 2 100.0 0 0.0

合 計 1,180 56 4.7 1,053 89.2 71 6.0

（２） 計量モニターの地区別集計表

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

古 賀 市 ・ 福 津 市
・ 新 宮 町

789 37 4.7 713 90.4 39 4.9

朝 倉 市 ・ 筑 前 町 391 19 4.9 340 87.0 32 8.2

合 計 1,180 56 4.7 1,053 89.2 71 6.0

量目不足
適          法

正量 基準超過

大  分  類
（ 種 類 ）

購入件数

実施地区 購入件数

正量 基準超過

適          法
量目不足

－ ２２ －



３  試買商品量目審査会

期 日

会 場

審査会の概要

（１） 試買商品量目審査会結果表

件数 率 (%) 件数 率 (%) 件数 率 (%)

豆 類 6 30 1 3.3 29 96.7 0 0.0 １ 種

茶 6 30 0 0.0 30 100.0 0 0.0 １ 種

食 肉 6 30 4 13.3 26 86.7 0 0.0 １ 種

塩 か ず の こ 6 30 0 0.0 28 93.3 2 6.7 １ 種

野 菜 6 30 0 0.0 30 100.0 0 0.0 ２ 種

菓 子 類 6 30 0 0.0 30 100.0 0 0.0 １ 種

( 乾 ) め ん 類 6 30 0 0.0 30 100.0 0 0.0 ２ 種

合 計 42 210 5 2.4 203 96.6 2 1.0

４  計量教室

期 日 及 び 地 区
平成１９年６月２１日（木）

平成１９年８月７日（火）

商 品 名

平成１９年１２月６日（木）

春日市役所  ４階 会議室

商品数

量目審査会    午前１０時 ～ 正午
研  究  会    午後１時 ～ 午後３時

商   品
銘柄数

量目不足

宗 像 市

量目公差

適          法

正 量 基準超過

太宰府市

　消費生活物資の販売過程における商品量目の実態を把握することにより、正量取引を推進

し併せて地域消費者の計量思想の普及を図るため、特定商品を大規模小売店等から試買し、

消費者、官公庁等の参加による審査会を開催しました。

  なお、研究会において量目表示の実態、内容量表記商品の問題点等を検討し、消費者への

普及啓発に努めるとともに、関係業界への指導及び計量の適正化に努めました。

  特定商品をスーパー・一般小売店等から試買し、量目が正しく計られているか消費者と審
査を行い日頃の商品量目の実態を把握するとともに、計量誤差の要因を研究し、消費者に日
常生活に密接な計量の重要性について意識を高めてもらい、広く計量思想の普及を図るため
実施しました。

－ ２３ －



（１） 商品別量目審査結果表

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

精 肉 類 10 0 0.0 10 100.0 0 0.0

鮮 魚 類 10 3 30.0 7 70.0 0 0.0

野 菜 類 10 0 0.0 10 100.0 0 0.0

調 理 食 品 10 1 10.0 9 90.0 0 0.0

塩 干 物 10 0 0.0 10 100.0 0 0.0

合 計 50 4 8.0 46 92.0 0 0.0

（２） 地区別量目審査結果表

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

太 宰 府 市 25 2 8.0 23 92.0 0 0.0

宗 像 市 25 2 8.0 23 92.0 0 0.0

合 計 50 4 8.0 46 92.0 0 0.0

５  おもしろ計量教室

平成１９年１１月２８日（水） 久山町  （１校）

平成２０年１月２３日（水） 新宮町  （１校）

平成２０年１月２４日（木） 宇美町  （１校）

平成２０年２月４日（月） 志免町  （１校）

平成２０年２月１３日（水） 久山町  （１校）

期 日 及 び 地 区

商  品  名 購入件数
量目不足

適          法
正量 基準超過

商  品  名 購入件数
量目不足

適          法
正量 基準超過

  　小学5年生を対象に、計量検定所の業務内容や、身近にある計量器についての説明を行い

計量検定所のPRを行うことや、理科の学習や計量に関する実験等を実施し、原理や法則を見つ

けること、また、簡単なゲームにより「計量」の必要性を体験することを目的として実施しました。

－ ２４ －



６  計量管理強調月間

  適正計量管理事業所の標識

（１） 計量技術講習会の実施

７  講習会等

（１）  一般計量証明事業者主任計量者講習会

ア  新規対象者 平成１９年８月２１日 福岡県計量検定所
イ  再講習（５年サイクル） 平成１９年１０月１６日 福岡県計量検定所

（２）  福環境計量士部会講習会

平成２０年３月７日（金） 福岡県計量検定所

（３）  (社)福岡県計量協会計量管理部会の実務研修

平成１９年１２月１４日（金）  新日本製鐵(株) 八幡製鐵所
　総合センター デシジョンルーム

講 習 内 容

　講　演　：　「自動車産業分野の計測管理事情 」

　講　師　：　　トヨタ自動車株式会社　計測技術部
　　　　　　　　　　チーフエキスパート　田中 亀仁　氏

日 時 平成２０年２月２２日（金）  午後１時３５分 から 午後４時００分

会 場 福岡県吉塚合同庁舎

実 施 期 間

月 間 標 語

平成２０年２月１日 から ２月２８日

「みんなの安全安心　適正な計量管理から
　　　　　　　　～ チェック　チェック　チェック ～」

  各企業及び流通販売業並びに特に適正計量管理事業所における計量管理を強力に推進し、計

量の安全を確保するとともに、校正技術・試験技術・品質管理システム技術等の向上をはかる

ことにより、広く経済の発展に貢献することを目的として実施しました。

  計量協会の計量証明事業者部会が主催する一般計量証明事業主任計量者講習会に、計量証明

事業の主旨及び社会的責任を認識して頂くために講師を派遣しました。

  福環協計量士部会が主催する講習会に、環境計量証明事業の技術向上のため講師を派遣しま

した。

  (社)福岡県計量協会計量管理部会が主催する実務研修会に「適正計量管理事業所の適正な運

用について」と題する講習を行うために講師を派遣しました。

－ ２５ －



１  特定市

電話番号

ＦＡＸ番号

福 岡 市 810-0014 福岡市中央区平尾2丁目6-5
092-524-0231
092-524-0299

北九州市 803-0805 北九州市小倉北区親和町6-2
093-592-2012
093-562-7803

久留米市 830-0037 久留米市諏訪野町1830-6
0942-30-7700
0942-30-7715

２  計量関係団体等

電話番号

ＦＡＸ番号

〒811-2302
糟屋郡粕屋町大字大隈188-2
(福岡県計量検定所内)

092-939-2912
092-939-2912

石蔵 利治 黒田 新市
289
及び
4団体

〒812-0011
福岡市博多区博多駅前3丁目
27-23 第一宮島ビル4F

092-414-3173
092-414-3173

古賀 康之 斉藤 広路 63

〒810-0014
福岡市中央区平尾2丁目6-5
(福岡市計量検査所内)

092-524-0231
092-524-0299

森山 靖章 三浦 雅子 100

〒803-0805
北九州市小倉北区親和町6-2
(北九州市計量検査所内)

093-592-3400
093‐592-3400

田原  健 池田 敦典 43

〒815-0032
福岡市南区塩原2丁目1-40

092-541-3031
092-541-2979

塩塚 正通 柴田 弘保

〒841-0081
佐賀県鳥栖市萱方町字隈239-1

0942-83-7763
0942-83-7742

大坪  信 石丸 将哉

〒815-0032
福岡市南区塩原2-1-28

092-551-1317
092-551-1324

倉谷 太吉 山本 修身

第 ８    そ の 他

市    名 郵便番号 所在地 組    織

 経済振興局産業振興部
 振興課計量検査所

 総務市民局安全・安心部
 消費生活センター計量検査所

 久留米市市民部
 消費生活センター

 (社)福岡県計量協会

名    称 所在地 代表者
事務局長

又は担当者
会員数

 日本電気計器検定所
 九州支社

 (財)日本品質保証機構
 九州試験所

 独立行政法人
 製品評価技術基盤機構
 九州支所

 福岡県環境計量
 証明事業協会

 福岡市計量普及協会

特定非営利活動法人
北九州市計量士会

－ ２６ －



３  計量検定所案内図

－ ２７ －
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